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軽自動車税納税通知書封入封緘等業務委託仕様書 

 

（目的） 

１ この仕様書は、軽自動車税納税通知書等の印刷、印字及び封入封緘業務等を委託するにあた

り地方税法第２２条及び和歌山市の個人情報に関する規定に基づき、個人情報の取扱いについ

て定めるとともに、和歌山市（以下「本市」）と本業務の受託者（以下「受託者」）の本委託

業務の業務内容を定めることを目的とする。 

（委託業務の内容） 

２ 委託業務の内容は次のとおりとする。なお、委託業務内容の詳細は別紙１により定める。 

  ※本市では、令和９年１月より自治体情報システムの標準化・共通化に対応した新システム

の稼働を予定しており、例年とは異なる委託業務内容となる。 

（１） 軽自動車税納税通知書等の作成・印刷 

（２） データ印字 

（３） 封入封緘処理 

（４） 梱包作業 

（５） 箱リスト作成 

（６） 抜き取り作業 

（７） 成果品の納入 

 （データ） 

３ 本市が交付するデータは、電子計算組織により作成したデータで次のとおりとする。 

（１） 軽自動車税納税通知書（一般）データ 

（２） 軽自動車税納税通知書（口座振替）データ 

（３） 外字データ 

（４） 帳票レイアウトデータ 

（収受場所及び収受日時） 

４ 本市が交付するデータ及び受託者が納入する成果品の収受場所及び収受日時は、本市の指定

する場所及び日時とする。受託者は、その搬送に当たっては、本市の確認を受けるとともに、

受託者の責任のもとに慎重に扱うこと。 

（処理日程） 

５ 処理日程については、本市と受託者にて協議して決定する。協議後、受託者は本市に対し作

業工程表を提出すること。 

※新システムの稼働状況により処理日程は随時変更する可能性があるため、受託者はその都

度本市の指示に従い適切に対応すること。 

（データの取扱い及び保管） 

６ 受託者は、本仕様書の目的を十分理解し、本市が交付するデータの保管については、和歌山

市情報セキュリティポリシー、個人情報取扱特記事項を遵守するとともに、紛失等の事故が起

こることのないよう受託者の責任のもとに厳重に管理し、次のとおり各報告書を提出すること。 

  なお、必要に応じて個人情報に係るその他の報告を本市が求めた場合、受託者は書面にて提

出すること。 
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①受託者は情報の適正な管理体制を整え、契約締結後速やかに情報管理体制届出書（別記様

式１）を提出すること。 

②受託者は、契約書に定める各条項、個人情報取扱特記事項、和歌山市情報セキュリティポ

リシー及びその他本市との協議内容に基づき、契約終了までに、安全管理措置等履行状況

報告書（別記様式２）を提出すること。 

③受託者は情報の廃棄について、細断、焼却、電磁気的記録媒体の物理的破壊又は、電子デ

ータを復元できないように完全に消去する等の方法により確実に廃棄処分を行い、速やか

に情報廃棄証明書（別記様式３）を提出すること。 

 （事故発生時の報告義務） 

７  受託者は、受託業務処理中に事故等が発生したときは、直ちに本市に報告するとともに、

 本市の指示を受けなければならない。 

  （その他） 

８  受託者は、受託業務完了後、本市に対し完了報告書を提出すること。 

９  受託者は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会におけるプライバシーマーク制度の認

 定又はこれと同等以上の資格を取得していること。 

１０ この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて本市と受託者にて協議し定める。 
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別紙１ 委託業務の内容 

 

（１） 軽自動車税納税通知書等の作成・印刷（令和９年度分） 

  各帳票のレイアウトは後日提示する。 

  ※次の帳票の規格及び納期は、新システムの仕様変更等により変更する場合がある。本市が

受託者に帳票の規格及び納期の変更を伝えた際は適切に対応すること。 

 

 帳票ア 納税通知書（一般）本番用 

品名 軽自動車税納税通知書（一般） 

規格 ・紙質  上質紙７０Ｋ 

・サイズ ４．５インチ×１５．７５インチ（連帳綴り部分左右含まず） 

・刷色  ３－１ 

・その他 ミシン×４，ＣＣ 

数量 １７０，０００セット 

納期 令和９年４月初旬 

本市への一部納品 ５，０００セット（数量に含む） 

 

帳票イ 納税通知書（口座振替）本番用 

品名 軽自動車税納税通知書（口座振替） 

規格 ・紙質  上質紙５５K 

・サイズ  Ａ４縦（相当）（連帳綴り部分左右含まず） 

・加工形態 ３つ折り 

・刷色  １－１ 

・その他 ミシン×２ 

数量 １６，０００セット 

納期 令和９年４月初旬 

本市への一部納品 １，０００セット（数量に含む） ※裏面のみ印刷 
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帳票ウ 納税通知書（一般）読取テスト用 

品名 軽自動車税納税通知書（一般）読取テスト用 

規格 ・紙質  上質紙７０Ｋ 

・サイズ ４．５インチ×１５．７５インチ（連帳綴り部分左右含まず） 

・刷色  ３－１ 

・その他 ミシン×４，ＣＣ 

数量 1，０００セット 

納期 令和８年１２月末 

 

帳票エ 納税通知書（口座振替）読取テスト用 

品名 軽自動車税納税通知書（口座振替）読取テスト用 

規格 ・紙質  上質紙５５K 

・サイズ  Ａ４縦（相当）（連帳綴り部分左右含まず） 

・加工形態 ３つ折り 

・刷色  １－１ 

・その他 ミシン×２ 

数量 １，０００セット 

納期 令和８年１２月末 

 

帳票オ 封入通知文 

品名 封入通知文 

規格 ・紙質  ５５K 

・サイズ Ｂ５縦（相当） 

・刷色  ２－２ 

・その他 イラスト×１，３つ折り，両面印刷 

数量 １３５，６００枚 

納期 令和９年４月初旬 

本市への一部納品 ４，０００枚（数量に含む） 
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帳票カ 封筒（納税通知書（一般）・郵便区内特別・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書（一般）用封筒 郵便区内特別 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他 カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

広告欄を記載する場合がある。 

数量 １１０，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票キ 封筒（納税通知書（一般）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書（一般）用封筒 郵便料金後納 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他 カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

広告欄を記載する場合がある。 

数量 ７，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票ク 封筒（納税通知書（一般）・郵便料金後納・本市使用分） 

品名 軽自動車税納税通知書（一般）用封筒 郵便料金後納（アドヘア糊付） 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他  アドヘア糊、カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

     広告欄を記載する場合がある。 

数量 ３，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 
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帳票ケ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便区内特別・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書（口座振替）用封筒 郵便区内特別 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他 カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

広告欄を記載する場合がある。 

数量 １３，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票コ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書（口座振替）用封筒 郵便料金後納 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他 カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

広告欄を記載する場合がある。 

数量 １，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票サ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便料金後納・本市使用分） 

品名 軽自動車税納税通知書（口座振替）用封筒 郵便料金後納（アドヘア糊付） 

規格 ・紙質  窓あき封筒（みどり）・グラシン窓 

・サイズ 封筒 １２０ｍｍ×２３０ｍｍ（相当） 

窓あき 後日打合せの上決定 

・刷色  １－１ 

・その他 アドヘア糊、カマス貼りとする。 

     長辺方向を封入口とする。 

広告欄を記載する場合がある。 

数量 １，０００枚 

納期 令和９年４月初旬 
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帳票シ 宛名ラベル 

品名 軽自動車税宛名ラベル 

規格 ・サイズ 後日打合せの上決定 

・その他 当ラベルは、住所・氏名等を印字し添付すること。 

     詳細については、後日打合せにおいて決定する。 

数量 ６００枚（１宛名１枚とする場合の予定枚数） 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票ス 角形２号封筒（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書用角形２号封筒 郵便料金後納 

規格 ・サイズ ３３２ｍｍ×２４０ｍｍ（相当） 

・その他 詳細については、後日打合せにおいて決定する。 

数量 ５００枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票セ マチ付き角形２号封筒（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書用マチ付き角形２号封筒 郵便料金後納 

規格 ・サイズ ３４０ｍｍ×２５０ｍｍ×マチ３０ｍｍ（相当） 

・その他 詳細については、後日打合せにおいて決定する。 

数量 ５０枚 

納期 令和９年４月初旬 

 

帳票ソ 段ボール（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分） 

品名 軽自動車税納税通知書用段ボール 郵便料金後納 

規格 ・サイズ 後日打合せにおいて決定する。 

・その他 詳細については、後日打合せにおいて決定する。 

数量 ５０個 

納期 令和９年４月初旬 
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（２）データ印字 

ア データ印字予定枚数  納税通知書（一般）  １６０，０００枚 

             納税通知書（口座振替） １２，０００枚 

イ データ交付日     令和９年４月中旬 

ウ 納税通知書（一般）及び納税通知書（口座振替）は、受託者においてデータ印字するこ

と。本市の電子計算組織において、納税通知書区分、郵便管轄区分、封入枚数区分で仕分

けた送付種別（別紙２「送付種別について」を参照）ごとに作成したデータと外字データ

を交付する。本市から提供したデータを納税通知書区分に応じた帳票に印字すること。 

  また、郵便管轄区分が中央郵便局、南郵便局、川辺集配分室、山東郵便局、岩出郵便局

の納税通知書（一般）及び納税通知書（口座振替）において、同一重量帯の通数が１００

通未満のものは郵便料金後納区分に変更すること。 

エ コンビニ収納バーコード及びＱＲコード読取テスト実施のため、帳票ウ及び帳票エを事

前に１，０００セット印刷し、本市が事前に交付するテストデータを印字した帳票（５０

０セット）と残りの白紙帳票（５００セット）を本市が指定する期日までに別途納入する

こと。白紙帳票の納入に当たっては、納入前に印字位置の調整を行う必要があるため、見

本品を事前に納入すること。また、コンビニ収納バーコード及びＱＲコード読取テストの

結果に応じて、帳票ウ 納税通知書（一般）読取テスト用の再印刷、テストデータの再印

字を行い、本市が指定する期日までに別途納入すること。 

オ 外字データ印字テストについて、交付された外字データのテスト印字を行い、その内容

について本市による確認を受けること。 

カ カスタマバ－コ－ドについては、日本郵便株式会社に事前に品質検査を受け、適正な

品質を確保すること（封入封緘した状態で、適正に読み取れること。）。また、検査結果に

ついて本市へ書面にて報告すること。 

キ 最終テスト印字については、帳票ア 納税通知書（一般）本番用及び帳票イ 納税通知書

（口座振替）本番用へテスト印字を行い、その内容について本市による確認を受けること。 

ク QR コードについては、以下の条件に従い生成し、ＱＲコードの読込が問題なく行える

よう印字すること。印字位置については、後日指定する。 

項目 数値 条件 

バージョン ６ 生成ソフトの能力で、別バージョンとなる

ことは許容する。 

誤り訂正 M ― 

ＱＲコードの種類 モデル２ 生成ソフトの能力で、モデル１となること

は許容する。 

プリンタ dpi 300dpi以上 以下のＱＲコード１辺の長さの条件を満た

すよう各種条件を考慮し設定すること。 

セルサイズ 0.28㎜以上 同上 

１セル当たりドット数 4ドット以上 同上 

ＱＲコード１辺の長さ 後日指定する。 本市が指定する枠内に印字すること。 

印字位置は、後日指定する。 

※後日交付する帳票項目定義や上記条件が、法改正等やむを得ない事情で変更された場

合、ＱＲコードの印字及び読込が問題なく行えるよう適切に対応すること。 
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ケ コンビニ収納バーコードのチェックデジット（４４桁目）については、受託者において

モジュラス１０の計算方式で算出した上、設定すること。 

コ 本市が交付するデータは、CSV 形式の可変長データとする。本市独自外字について

は、EUDC.tte ファイルで交付する。新システムの仕様変更等により、これらのデータ

形式は上記から変更となる可能性がある。その際は本市から受託者に伝えるので適切に対

応すること。また、本市が交付するデータの交付方法については、CD または DVD を用

いての交付又は LGWAN 回線を通じての交付とする。 

サ 本市が交付するデータの文字コードは Unicode（UTF－8、BOM 有り）、MS 明朝

（JIS2004）にて印字を行うこと。新システムの仕様変更等により、これらの文字コー

ドは上記から変更となる可能性がある。その際は本市から受託者に伝えるので適切に対応

すること。 

シ ファイルレイアウト（帳票項目定義）及び帳票レイアウトについては本市が後日交

付するデータを参照し、適切に対応すること。新システムの仕様変更等により、これら

のレイアウトは上記から変更となる可能性がある。その際は本市から受託者に伝えるので

適切に対応すること。 

ス 本市が交付するデータについては、和歌山市情報セキュリティポリシー、個人情報

取扱特記事項を遵守するとともに、廃棄に当たっては本市の指示に従うこと。 

セ 受託者独自の管理連番やバーコードを印字する場合は本市と協議の上決定すること。そ

の場合、本市が受託者独自の管理連番での問い合わせに対応できるよう、本市から提供す

るデータに対し、受託者独自の管理連番を挿入したデータを本市に提供すること。提供時

期は令和９年４月下旬までとする。 

 

（３）封入封緘処理 

ア 封入封緘処理予定件数  １３０，０００件 

イ 納税通知書はデータ印字後、封入封緘処理時に帳票オ 封入通知文を封入すること。 

ウ 印字後の納税通知書は、カットの上、本市が指定する位置で二つ折りまたは三つ折りに

し、別紙３「封入封緘処理方法」に従い、封入封緘すること。なお、１封筒に複数枚封入

する場合は、複数枚まとめて本市が指定する位置で二つ折りまたは三つ折りにし、封入す

ることも可とする。また、封筒内の厚さに偏りが生じる場合は、厚さが均一となるよう封

入すること。 

エ 印字後の納税通知書は、定数による名寄せを行うこと。封入する際は、指定した枚数を

確認し、名寄せ間違いを起こさないこと。 

オ 定数による封入が正しく行われているかを確認するため、印字した納税通知書の宛名欄

右側にシーケンスマーク（＊マーク）が出力される。このシーケンスマークは、名寄せを

開始する１枚目に出力されるので、確認の上封入封緘を行うこと。 

カ ウにおいて、本市が指定した封筒に指定した枚数分の納税通知書が封入封緘できない場

合は、本市にすみやかに報告し、本市の指示に従い対処すること。 

キ 封入封緘工程で破損した納税通知書は、本市において再出力及び発送作業を行うので、

本市にすみやかに報告するとともに、返却すること。なお、破損した納税通知書と同一の

封筒に封入すべき納税通知書（名寄せ分）がある場合は、あわせて返却すること。 
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（４）梱包作業 

ア 封入封緘処理した納税通知書は、送付種別・同一重量帯ごとに段ボール箱に梱包するこ

と。送付種別は、別紙２「送付種別について」を参照すること。また梱包後の箱には、次

のことを記載したラベルを貼付すること。 

 〇 納税通知書梱包時のラベル 

郵便管轄区分、通内総重量、通内総枚数、箱内総通数、和歌山市管理番号の開始と終了

番号等を記載 

イ 箱入り数が比較的少ない送付種別の納税通知書は、同一郵便区分かつ同一重量帯の箱に

取りまとめて梱包可能とする。その際も、梱包後の箱にアと同様のラベルを貼付すること。 

 

（５）箱リストの作成  

  ア 受託者は、次のことがわかる箱リストをエクセルデータ形式で提出すること。データ項

目の詳細及び箱リストの作成例は本市から提示する。提出時期は令和９年４月下旬とする。 

   〇箱リストデータ項目 

    納税通知書区分、郵便管轄区分、箱番号、和歌山市管理番号、１通あたりの封入枚数、

箱内総通数、和歌山市管理番号の開始と終了、郵便番号の開始と終了 

 

（６）抜き取り作業 

ア 納税通知書の抜き取り予定件数  ３００通 

イ 和歌山市管理番号を記載した抜き取りリストを令和９年４月下旬に交付する。受託者は、

成果品を本市指定の場所に納入する前に抜き取り作業を行い、抜き取った納税通知書は本

市に返納すること。また抜き取った納税通知書と同一の封筒に封入すべき納税通知書（名

寄せ分）がある場合は、あわせて返納すること。抜き取り品の返納時期は令和９年４月下

旬とする。 

 

（７）成果品の納入 

ア 納入日 令和９年５月７日頃予定 

イ 成果品は、本市立会いの上、日本郵便株式会社和歌山支店及び南支店へ搬入すること。 

ウ 日本郵便株式会社和歌山支店及び南支店への搬入は、郵便区分に分けて行う必要がある

ため、受託者において、成果品を運搬車に積載する際は、その方法に配慮すること。 

エ 残部の帳票は本市に返納すること。返納時期及び返納場所は本市が後日指定する。 

   

（８）疑義の質問について 

入札者は、見積期間中に、仕様書等において疑義のある場合は、関係職員の説明を求めるこ

とができる。質問事項は文書で担当課長あて提出すること。 

締切日は入札日（入札日は含まない。）より５日前（ただし、締切日が土曜日及び日曜日並び

に国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日になる場合はその前

日とする。）の１７時までとする。 

なお、質問事項の回答については、質問者に文書にて回答するとともに、和歌山市ホームペ

ージ入札・契約情報画面において公開するものとする。 
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封入封緘日程について（予定）  

 

令和８年  １１月中旬   打ち合わせ 

              帳票項目定義書、納税通知書レイアウトを提示 

１２月中旬   コンビニバーコードテスト・QR読取テスト印字用データ交付 

              （コンビニバーコードテストと QR読取テストの時期はそれぞれ

前後する場合がある） 

              外字データ交付 

１２月下旬   コンビニバーコードテスト品・QR読取テスト品納品 

              （テスト結果に応じ再度テスト品の提出を求める場合がある） 

令和９年   １月初旬   納税通知書、封筒、封入通知文校正開始 

       ２月下旬   外字データ印字テスト用データ交付 

       ３月中旬   納税通知書、封筒、封入通知文校了 

       ４月初旬   納税通知書納品 

              封筒、封入通知文納品 

最終テスト品納品 

       ４月中旬   当初処理（本番）後本番印字データ交付 

箱リスト納入 

       ４月下旬   抜き取りリスト送付 

抜き取り品納入 

              封入封緘作業現場視察 

       ５月７日   成果品納入 

 

 

上記スケジュールは現時点での予定であるため今後変更となる可能性がある。 

詳細な日程は後日打ち合わせにて決定する。 
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別紙２「送付種別について」 

 

〇本市が交付する軽自動車税納税通知書（一般）及び軽自動車税納税通知書（口座振替）のデー

タは、次の表に示す送付種別ごとに作成されている。 

和歌山市管理番号 納税通知書区分 郵便管轄区分 封入枚数 

Ａ１１～Ａ１９ 納税通知書（一般） 中央郵便局（区内特別） １枚～９枚 

Ａ１Ｔ 納税通知書（一般） 中央郵便局（料金後納） １０枚以上 

Ａ２１～Ａ２９ 納税通知書（一般） 南郵便局（区内特別） １枚～９枚 

Ａ２Ｔ 納税通知書（一般） 南郵便局（料金後納） １０枚以上 

Ａ３１～Ａ３９ 納税通知書（一般） 川辺郵便局（区内特別） １枚～９枚 

Ａ３Ｔ 納税通知書（一般） 川辺郵便局（料金後納） １０枚以上 

Ａ４１～Ａ４９ 納税通知書（一般） 山東郵便局（区内特別） １枚～９枚 

Ａ４Ｔ 納税通知書（一般） 山東郵便局（料金後納） １０枚以上 

Ａ５１～Ａ５９ 納税通知書（一般） 岩出郵便局（区内特別） １枚～９枚 

Ａ５Ｔ 納税通知書（一般） 岩出郵便局（料金後納） １０枚以上 

Ａ６１～Ａ６９ 納税通知書（一般） 市外（料金後納） １枚～９枚 

Ａ６Ｔ 納税通知書（一般） 市外（料金後納） １０枚以上 

ＡＡ１～ＡＡ９ 納税通知書（口座） 中央郵便局（区内特別） １枚～９枚 

ＡＡＴ 納税通知書（口座） 中央郵便局（料金後納） １０枚以上 

ＡＢ１～ＡＢ９ 納税通知書（口座） 南郵便局（区内特別） １枚～９枚 

ＡＢＴ 納税通知書（口座） 南郵便局（料金後納） １０枚以上 

ＡＣ１～ＡＣ９ 納税通知書（口座） 川辺郵便局（区内特別） １枚～９枚 

ＡＣＴ 納税通知書（口座） 川辺郵便局（料金後納） １０枚以上 

ＡＤ１～ＡＤ９ 納税通知書（口座） 山東郵便局（区内特別） １枚～９枚 

ＡＤＴ 納税通知書（口座） 山東郵便局（料金後納） １０枚以上 

ＡＥ１～ＡＥ９ 納税通知書（口座） 岩出郵便局（区内特別） １枚～９枚 

ＡＥＴ 納税通知書（口座） 岩出郵便局（料金後納） １０枚以上 

ＡＦ１～ＡＦ９ 納税通知書（口座） 市外（料金後納） １枚～９枚 

ＡＦＴ 納税通知書（口座） 市外（料金後納） １０枚以上 

 

・上記の送付種別は、本市が交付するデータの項目の一つである「和歌山市管理番号」から判別

すること。送付種別について、疑義がある場合は、必ず本市に確認し、本市の指示を受けた上で

受託業務を進めること。 

 

・新システムにおける和歌山市管理番号の詳細は現時点で未定であるため、確定次第提示する。

現在の和歌山市管理番号が示す送付種別について記載するので参考とすること。 
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（参考） 

 現在の和歌山市管理番号（１９桁）について 

例）Ａ００－０００００－００００－００００ 

① 和歌山市管理番号の２桁目は納税通知書区分と郵便管轄区分を表す。各桁数が表す納税通知

書区分・郵便管轄区分は以下の表のとおりである。 

１ 納税通知書（一般） 郵便区内特別（中央） 

２ 納税通知書（一般） 郵便区内特別（南） 

３ 納税通知書（一般） 料金後納（市内） 

４ 納税通知書（一般） 料金後納（市外） 

６ 納税通知書（口座） 郵便区内特別（中央） 

７ 納税通知書（口座） 郵便区内特別（南） 

８ 納税通知書（口座） 料金後納（市内） 

９ 納税通知書（口座） 料金後納（市外） 

 

② 和歌山市管理番号の 3 桁目は封入枚数を表す。各桁数が表す封入枚数は以下の表のとおりで

ある。 

１ 封入枚数１枚 

２ 封入枚数２枚 

３ 封入枚数３枚 

４ 封入枚数４枚 

５ 封入枚数５枚 

６ 封入枚数６枚以上 

 

③和歌山市管理番号の５桁目から９桁目は、和歌山市管理番号１桁目から３桁目が表す通知書区

分・郵便管轄区分・封入枚数区分に属する宛名の通し番号を表す。 

④和歌山市管理番号の１１桁目から１４桁目は１封筒に封入する納税通知書の枚数を表す。 

⑤和歌山市管理番号の１６桁目から１９桁目は１封筒に封入する納税通知書の枚数のうち何枚目

の納税通知書かを表す。 
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別紙３「封入封緘処理方法」 

 

封入封緘作業は次のとおり行うこと。また、次に記載する封入枚数及び郵便管轄区分は、和歌

山市管理番号から判別すること。和歌山市管理番号については、別紙２「送付種別について」を

参照すること。 

 

〇封入するもの 

 ・帳票ア 納税通知書（一般）本番用 指定した封入枚数分（名寄せを行った分） 

 ・帳票イ 納税通知書（口座振替）本番用 指定した封入枚数分（名寄せを行った分） 

 ・帳票オ 封入通知文 １枚 

 

〇封入封緘について 

 ・納税通知書（一般） 

次の①～⑤の封入枚数・郵便管轄区分に応じて、封入封緘を行うこと。 

① 封入枚数が１枚以上９枚以下かつ郵便管轄区分が中央郵便局、南郵便局、川辺集配分室、山

東郵便局、岩出郵便局の場合 （封入封緘作業数見込み 約１１０，０００通） 

  →帳票カ 封筒（納税通知書（一般）・郵便区内特別・受託者封入封緘処理分）に封入封緘す

ること。 

ただし、次のⅰ）ⅱ）に該当する場合は、本市にすみやかに報告し、本市の確認を受けてから、

帳票キ 封筒（納税通知書（一般）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘するこ

と。 

ⅰ）同一重量帯の通数が１００通未満になる場合 

ⅱ）封入封緘後の１通あたりの重量が５０ｇを超える場合 

② 封入枚数が１枚以上９枚以下かつ郵便管轄区分が市外（郵便料金後納）の場合 

（封入封緘作業数見込み 約６，０００通） 

→帳票キ 封筒（納税通知書（一般）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘す

ること。 

③ 封入枚数が１０枚以上５０枚以下の場合（封入封緘作業数見込み 約５００通） 

  →帳票ス 角形２号封筒（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘すること。封

入封緘後、該当宛名の住所・氏名等を記載した帳票シ 宛名ラベルを見やすい位置に添付する

こと。 

④ 封入枚数が５１枚以上２００枚以下の場合（封入封緘作業数見込み 約５０通） 

  →帳票セ マチ付き角２封筒（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘すること。

封入封緘後、該当宛名の住所・氏名等を記載した帳票シ 宛名ラベルを見やすい位置に添付す

ること。 

⑤ 封入枚数が２０１枚以上の場合（封入封緘作業数見込み 約５０通） 

→帳票ソ 段ボール（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘すること。封入封

緘後、該当宛名の住所・氏名等を記載した帳票シ 宛名ラベルを見やすい位置に添付すること。 

封入後、箱内に空きスペースが生じた場合は、空きスペースに雑紙を詰めるなど、搬送時に

納税通知書（一般）が破損しないよう箱サイズや箱内のレイアウトを考慮すること。 
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 ・納税通知書（口座振替） 

次の①～③の封入枚数・郵便管轄区分に応じて、封入封緘を行うこと。 

① 封入枚数が１枚以上９枚以下かつ郵便管轄区分が中央郵便局、南郵便局、川辺集配分室、山

東郵便局、岩出郵便局の場合 （封入封緘作業数見込み 約１３，０００通） 

  →帳票ケ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便区内特別・受託者封入封緘処理分）に封入封

緘すること。 

ただし、次のⅰ）ⅱ）に該当する場合は、本市にすみやかに報告し、本市の確認を受けてから、

帳票コ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘す

ること。 

ⅰ）同一重量帯の通数が１００通未満になる場合 

ⅱ）封入封緘後の１通あたりの重量が５０ｇを超える場合 

② 封入枚数が１枚以上９枚以下かつ郵便管轄区分が市外（郵便料金後納）の場合  

（封入封緘作業数見込み 約３００通） 

→帳票コ 封筒（納税通知書（口座振替）・郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封

緘すること。 

③ 封入枚数が１０枚以上５０枚以下の場合（封入封緘作業数見込み 約１０通） 

  →帳票ス 角形２号封筒（郵便料金後納・受託者封入封緘処理分）に封入封緘すること。封

入封緘後、該当宛名の住所・氏名等を記載した帳票シ 宛名ラベルを見やすい位置に添付する

こと。 
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様式１ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地             

事業者名            

役職・代表者              ㊞ 

情報管理体制届出書 

 次のとおり、個人情報等の重要情報資産に携わる管理責任者及び従事者を届け出ます。 
契約内容を遵守し、情報の適正な管理を行います。 

業務委託契約件名  

情

報

管

理

体

制 

情報管理責任者  

部署名  

電話番号  

従事者名 所属 従事期間（開始と終了） 備考 

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

情報保管場所  

保管方法  

作業場所  

その他 

 

※ この届出書は、契約締結後、受託業務の開始前に、速やかに提出すること。 

※ 上記の管理体制に変更があった場合は、速やかに届け出ること。 

※ 緊急時の連絡体制を添付すること。（電話番号等の個人情報は不要） 
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様式２ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地   

事業者名  

役職・代表者            ㊞ 

安全管理措置等履行状況報告書 

令和  年 月 日付けで、和歌山市と      で締結しました軽自動車税納税通知書封

入封緘等業務委託契約に関し、契約書に定める各条項、個人情報取扱特記事項、和歌山市情報セ

キュリティポリシー及びその他和歌山市との協議内容に基づき、安全管理措置等の履行状況につ

いて、次のとおり報告します。 

項 目 確 認 事 項 確認欄 

1 基本的事項 契約に係る情報及び知り得た秘密等の保護の重要性を認識し

、その取扱いに当たっては、情報の漏えい等の事故が発生す

ることがないよう適切に取り扱っている。 

□ 

2 法令等遵守 個人情報の保護に関する法律その他個人情報に関する法令等

を遵守している。 
□ 

3 安全管理措置 この契約に係る事務の管理責任者、事務に従事する者及び作

業場所を限定している。 
□ 

限定した事務の管理責任者、事務に従事する者及び作業場所

を明確にした管理体制を整備し、委託者に届出ている。 
□ 

契約に係る情報を含む記憶媒体及び印刷物は、限定した従事

者以外の者が利用できないよう施錠管理している。 
□ 

契約に係る情報の管理状況及び利用状況を記録している。 □ 

契約に係る情報の廃棄状況について記録している。 □ 

4 教育の実施 管理責任者及び従事者に対し、契約書に定める各条項、個人

情報取扱特記事項、和歌山市情報セキュリティポリシー及

びその他和歌山市との協議内容に基づく情報セキュリテ

ィ対策について、遵守事項の内容を周知徹底し、その遵守に

必要となる教育を行っている。 

□ 

5 目的外利用及び第三

者への提供の禁止 

契約に係る情報を当該業務の目的以外に利用及び第三者に提

供していない。 
□ 

6 複写及び複製の禁止 契約に係る情報を用紙又は記録媒体等に、複写又は複製して

いない。 
□ 

委託者の指示があった場合のみ、契約に係る情報を複写又は

複製している。 
□ 

委託者の指示以外で、契約に係る情報を複写又は複製をする

必要がある場合は、委託者の書面による承諾をあらかじめ受

けている。 

□ 
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項 目 確 認 事 項 確認欄 

７ 持ち出しの禁止 作業場所から契約に係る情報を持ち出していない。 □ 

８ 再委託の禁止 事務の一部又は全部を再委託先等の第三者（子会社及びグル

ープ会社も含む）に取り扱わせていない。 
□ 

委託者の書面による承諾を得て再委託をしており、再委託先

に遵守事項の規定を遵守させている。 
□ 

９ 情報の返却・消去 委託者から渡された情報が、不要となった時点で速やかに返

却し、又は委託者の指示に従い廃棄する。 
□ 

委託者の指示に従い廃棄している場合は、消去したことが分

かる書類を委託者に提出する。 
□ 

10 事故発生時の対処 個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者に

対し速やかに報告できる緊急時の連絡体制を整備している。 
□ 

セキュリティ事故が発生した場合、直ちに被害を最小限に抑

えるための措置を講じる体制を構築している。 
□ 

※遵守している事項は確認欄にチェックすること。 
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様式３ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地   

事業者名   

役職・代表者            ○印  

情報廃棄証明書 

本業務において受領した情報は、以下のとおり弊社において廃棄したことを証明します。 

業務委託契約件名  

廃棄対象情報  

実施日  

廃棄方法  

契約確定日  契約期間 
 

その他 

 

※ この証明書は情報の廃棄を実施後、速やかに提出すること。 

 



               業 務 委 託 契 約 書 

 

 和歌山市（以下「甲」という。) と、        （以下「乙」という。）は、軽自動車

税納税通知書封入封緘等業務について、次のとおり委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。 

 （委託業務） 

第１条 甲は軽自動車税納税通知書封入封緘等業務（以下「委託業務」という。）の履行を乙に

委託し、乙はこれを受託するものとする。 

 （契約期間） 

第２条 この契約の期間は、契約締結日から令和９年５月３１日までとする。 

 （委託業務の履行方法） 

第３条 乙は、別紙仕様書の内容に従って委託業務を履行しなければならない。 

 （委託金） 

第４条  委託金の額は、          円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

 （権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡等により承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 （再委託等の禁止） 

第６条 乙は、委託業務の全部又は一部の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、委託業務の一部の履行についてあらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限

りでない。 

 （委託業務の調査等） 

第７条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務の履行状況について調査を行い、若しくは

乙に対して報告を求め、又は乙に対して委託業務の履行に関して必要な指示を与えることがで

きる。 

 （業務内容の変更等） 

第８条 甲は、必要がある場合は、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止すること

ができる。この場合において、委託金額又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙協議

して書面により定めるものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙が損害を受けたときは、その損害を賠償しなければならない。 

この場合において、賠償金の額は、甲乙協議して定める。 

（契約期間の延長） 

第９条 乙は、その責めに帰することができない理由その他正当な理由により契約期間内に委託

業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を明らかにした書面によ

り契約期間の延長を求めることができる。この場合において、延長日数は、甲乙協議して書面

により定めるものとする。 

 （損害の負担） 

第１０条 委託業務の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。以下この条に

おいて同じ。）は、乙が負担するものとする。ただし、甲の責めに帰すべき理由により生じた

損害は、甲が負担する。この場合において、甲が負担すべき額は、甲乙協議して定める。 

２ 甲は、委託業務の履行に関して発生した事故により乙の従業員が受けた損害については、一

切の責任を負わないものとする。 

（案） 



 （履行遅滞に係る損害金等） 

第１１条 甲は、乙の責めに帰する理由により契約期間内に委託業務を完了することができない

場合において、契約期間後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、乙から損害金を徴収

して契約期間を延長することができる。 

２ 前項の損害金の額は、契約金額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した

額とする。 

 （検査及び引渡し） 

第１２条 乙は、委託業務を完了したときは、遅滞なくその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内に成果品について検査をおこなわ

なければならない。 

３ 乙は、前項の検査の結果不合格となり、成果品について補正を命ぜられたときは、直ちに当

該補正を行い、甲に補正完了の届を提出して再検査を受けなければならない。この場合におい

て再検査の期日については、前項の規定に準用する。 

４ 乙は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく、成果品を甲に引き渡すものとする。 

 （委託金の支払） 

第１３条 乙は、前条の規定により検査に合格した後、甲に対して、委託金の支払を請求するも

のとする。 

２ 甲は、前項の支払請求を受けたときは、その日から３０日以内に委託金を乙に支払わなけれ

ばならない。 

３ 乙は、甲の責めに帰すべき理由により前項の規定による委託金の支払が遅れた場合は、未受領

金額につき、その遅延日数に応じ、当該遅延に係る支払期限の翌日における政府契約の支払遅

延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が

決定する率を乗じて計算した額（その額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未

満の端数があるときは、その全額又はその端数金額を切り捨てる。）の遅延損害金の支払いを

甲に請求することができる。 

 （甲の解除権） 

第１４条 甲は、次条及び乙の債務不履行の場合によるほか、乙が次の各号のいずれかに該当す

るときは、契約を解除することができる。 

（１） その責めに帰すべき理由により、契約期間中委託業務を継続して履行できる見込みがな

いと明らかに認められるとき。 

（２） 第２２条第１項に規定する個人情報取扱特記事項を遵守していないと認められるとき。 

（３） 理由のいかんを問わず、契約に違反したとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、乙はその損害を

賠償しなければならない。 

３ 前項の損害賠償請求は、甲が乙に対し、委託金額の１００分の１０に相当する額の違約金の

請求を妨げないものとする。 

４ 甲は、第１項の規定により契約を解除した場合、委託業務の既履行部分について確認の上、

その部分に相応する委託金を乙に支払わなければならない。 

（契約の解除） 

第１５条 甲は、必要があるときは、契約を解除することができる。 

２ 第８条第２項及び前条第４項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。 

（暴力団等排除に係る解除） 



第１６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

（１）  乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その

他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあって

はその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に次に掲げる者がいると

認められるとき。 

ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

 以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等

を行う者をいう。以下同じ。） 

（２）  乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が実質

的に関与していると認められるとき。 

（３）  乙の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若し

くは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。以下同じ。）

を利用するなどしていると認められるとき。 

（４）  乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運

営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力

団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）  乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

（６）  乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、

これを利用するなどしていると認められるとき。 

（７）  乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警察へ

の被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の賠償を

乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責め

を負わないものとする。 

（談合等不正行為に係る甲の解除） 

第１７条 乙が次の各号のいずれかに該当したとき、甲は直ちにこの契約を解除することができ

る。ただし、その事由が甲の責めに帰すべきものによる場合は、この限りでない。 

（１）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９

条に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を行い、当該措置命令が確定し

たとき。 

（２）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして独占禁止法第６２条第

１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令（以下「納付命令」という。）が

確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場

合を含む。）。 

（３）公正取引委員会が、この契約に関し、排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙又は

乙が構成事業者である事業者団体（以下「契約者等」という。）に対して行われたときは、契

約者等に対する命令で確定したものをいい、契約者等に対して行われていないときは、各名



宛人に対する命令全てが確定したものをいう。次号において同じ。）を行った場合において、

乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

（４）排除措置命令又は納付命令により、契約者等に独占禁止法に違反する行為があったとされ

た期間及び当該違反行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該

期間（これらの命令に係る事件について、乙に対する納付命令が確定したときは、当該納付

命令における課徴金の計算の基礎である当該違反行為の実行期間を除く。）に入札等（見積書

等の提出に基づく受注者選定を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当す

るものであるとき。 

（５）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）がこの契約に関し行った行為につ

いて刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８

９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、賠

償金として、契約金額の１０分の２に相当する額又は実際の損害額のうちいずれか多い額を甲

に対して支払わなければならない。この契約の履行が完了した後にその事由に該当した場合も

同様とする。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責め

を負わないものとする。 

 （乙の解除権） 

第１８条 乙は、甲の債務不履行の場合によるほか、次の各号のいずれかに該当するときは、契

約を解除することができる。 

（１） 第８条第１項の規定により委託業務の内容を変更したため、委託金額が３分の２以上減

少したとき。 

（２） 第８条第１項の規定による委託業務の一時中止期間が契約期間の１０分の５を超えたと

き。 

２ 第８条第２項及び第１４条第４項の規定は、前項の規定により契約が解除された場合に準用

する｡ 

（乙の不完全履行責任） 

第１９条 甲は、第１２条の規定による検査後であっても、乙が不完全な履行を行った場合には、

乙に対し、完全な履行を請求することができる。 

２ 甲は、乙に対し、前項の完全な履行に代え、又は完全な履行とともに損害賠償を請求すること

ができる。 

（賠償金等の徴収） 

第２０条 甲は、乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内に支払

わないときは、甲が乙に支払うべき委託金と相殺し、なお不足のあるときは乙に追徴する。 

 （守秘義務等） 

第２１条 乙は、委託業務を履行する際に知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 乙は、その委託業務に従事する者が委託業務を履行する際に知り得た秘密を漏らさないよう

指導しなければならない。 

３ 乙は、乙又は乙の委託業務に従事した者が秘密を漏らしたため、甲が損害を受けたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

 （個人情報取扱特記事項の遵守） 

第２２条 乙は、委託業務の履行に当たっては、別記の個人情報取扱特記事項を遵守しなければ



ならない。 

２ 甲は、乙が前項の規定に違反して個人情報の取扱いをしていると認めたときは、乙の名称、

事務所又は事業所の所在地及び代表者並びに当該違反事実の公表をすることができる。 

 （和歌山市情報セキュリティポリシーの遵守） 

第２３条 乙は、委託業務の履行に当たり、和歌山市情報セキュリティポリシー（以下「ポリシ

ー」という。）を遵守しなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務を履行するに当たり、ポリシーで規定する重要情報資産（以下「

重要情報資産」という。）を取り扱う際には、当該情報が個人情報に該当しない場合において

も、個人情報と見なして前条第１項に規定する別記の個人情報取扱特記事項を遵守すること。 

３ 甲は、乙が第１項及び前項の規定に違反して重要情報資産の取扱いをしていると認めたとき

は、前条第２項の規定を準用する。 

 （合意管轄） 

第２４条 この契約に関し、甲乙間に訴訟の必要が生じた場合、甲を管轄する裁判所を第一審の

管轄裁判所とする。 

 （補則） 

第２５条 この契約に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、必要に応じて甲乙協議

して定める。 

 この契約の締結を証するため、契約書を２通作成し、双方記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

  令和  年  月  日 

                甲   和歌山市七番丁２３番地 

                    和歌山市 

                    和歌山市長 尾 﨑 太 郎 

 

 

                乙    

 



委託契約用 
 

別記  

個人情報取扱特記事項  

 

（基本的事項） 

第１ この契約により、和歌山市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けたもの

（以下「乙」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務

を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律その

他個人情報に関する法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個

人情報を適正に取り扱わなければならない。  

（従事者等の明確化） 

第２ 乙は、この契約に係る事務の管理責任者及び事務に従事する者（以下「この契約

に係る事務に従事する者等」という。）並びにこの契約に係る個人情報を取り扱う場

所（以下「作業場所」という。）を明確にし、甲から求めがあったときは、甲に報告

しなければならない。 

（適正な管理） 

第３ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他

の事故を防止するため、個人情報の取扱いをこの契約に係る事務に従事する者等に限

定し、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）この契約に係る事務を処理するために甲から貸与を受けた、又は乙が収集し、複

製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等（以下「個人情報が記録され

た資料等」という。）について、甲から求めがあったときは、記録を作成すること。 

（２）個人情報が記録された資料等は、この契約に係る事務に従事する者等以外の者が

利用できないよう、施錠等管理すること。 

（３）その他個人情報の管理のために必要な措置を講じること。 

（教育の義務） 

第４ 乙は、この契約に係る事務に従事する者等に対し、この特記事項の遵守に必要な

こと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用されること等個人情報の保

護に関して必要な教育を行わなければならない。  

（秘密の保持） 

第５ 乙は、この契約に係る事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせてはならな

い。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（受託目的以外の利用等の禁止）  

第６ 乙は、この契約に係る個人情報を当該事務以外の目的に利用し、又は第三者に提

供してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合又は甲の指示

があった場合は、この限りでない。  

（複写又は複製の禁止） 

第７ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、甲から貸与された個人情報が

記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、甲の書面による承諾

をあらかじめ得た場合又は甲の指示があった場合は、この限りでない。  



委託契約用 
 

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、作業場所から個人情報を持ち

出してはならない。ただし、業務上、やむを得ず、持ち出しするときは、甲の承認を

得た上で、書面に記録するものとする。  

（再委託の禁止）  

第９ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者に

その処理を委託してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合

は、この限りではない。その際は、乙の責任において、再委託者にこの特記事項の規

定を遵守させなければならない。 

２ 前項の規定は、再委託者が乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条

第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 

（資料等の返還又は廃棄） 

第１０ 乙は、個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解除された後

速やかに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、

その指示に従うものとする。  

なお、甲の指示により、個人情報が記録された資料等を廃棄する場合は、復元不可

能な方法で確実に廃棄処分を行い、その結果を書面により証明しなければならない。  

（報告又は資料の提出） 

第１１ 甲は、個人情報を保護するために必要な限度において、乙に対し、個人情報の

管理状況の履行について書面で報告を求めること及び乙の作業場所への立入調査が

できるものとし、乙は、甲から改善を指示された場合には、その指示に従わなければ

ならない。 

（事故発生時の報告義務） 

第１２ 乙は、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故が生じた場合に備

え、甲に対し、速やかに報告できる緊急時の連絡体制を整備しなければならない。ま

た、事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、

同様とする。   

（１）直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じ、甲に報告すること。  

（２）当該事故の原因を分析すること。  

（３）甲の求めに応じて、当該事故の再発防止策を実施すること。  

（４）甲の求めに応じて、当該事故の記録を書面で提出すること。  

（漏えい等が発生した場合の責任） 

第１３ 乙は、この契約に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事態が

発生した場合において、その責に帰すべき理由により甲又は第三者に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。また、甲は、必要に応じ、乙の名称、所

在地及び代表者並びに当該事故の事実を公表できるものとする。 


